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福田泰 和 ， 0 坂本 満，渡辺晶子 (NEDO) 

1. はじめに 

NEDO 技術開発機構は、 公的研究資金に 基づく産業技術政策の 実施機関として、 科学技術創造立国の 

実現を目指して、 情報通信、 ナノテク、 材料開発、 製造技術、 ライフサイエンスなどの 産業技術やエネル 

ギー・環境の 分野において、 様々な研究開発をト 一 タ ルコーディネートしている。 

「成果を挙げる NEDO 」として、 技術動向・産業動向、 政策動向を踏まえて 中長期・ハイリスクの 研 

究開発プロジェクトを 推進するとともに、 競争的環境下で 研究開発のアイデアを 公募し 、 優れた提案を 支 

撰 することにより、 将来の産業の「 核 」となる民間企業や 大学等の有望な 技術シーズを 発掘し、 あ るいは、 

民間企業や産学連携の フ オメーションによる 大学における 実用化研究開発を 促進している。 

加えて、 「使いやすい NEDO 」としていくため、 研究開発の実施事務の 簡素化等を進めていくことが、 

研究開発そのものの 効率的な推進を 確保する上で 重要であ る。 

NEDO 技術開発機構では、 今年度も様々な 業務改善を進めているところであ るが、 その一環として、 

民間企業の実用化研究開発を 支援する「産業技術実用化開発助成事業」において、 個々の研究者の 事務処 

理を軽減し、 より一層研究開発に 専念できることを 目的として、 新たな労務費算定方法を 今年度から導入 

することとした。 本方法は 、 個々の研究者が「従事日誌」をつける 必要のあ る従来の労務費の 算定方法 か 

ら 、 企業会計上の 実績に基づき、 労務費を定率化するものであ る。 

本書では、 労務費の定率化の 試行的適用の 実績を分析し、 今後の展開と 論点を検討した。 

2. 労務 芙 に関する問題意 議 

これまで、 研究開発費のうち、 平均 3 割程度を占める 労務費 は ついては、 従事日誌上の 労務時間に個々 

の 研究者の「労務費単価」を 乗じて労務条を 計算していた。 

「労務費単価」については、 個人の双年度の 所得を実労働時間で 割って算出するという 手法を執って い 

たため、 計算間遠いが 頻発し、 極めて煩雑かつ 非効率な状況であ った。 これを解決するため、 「健康保険 

等級から労務費単価を 算定する方法」を、 委託事業は平成 1 4 年度、 助成事業は平成丁 5 年度より導入し 

た 。 健康保険等級から 自動的に単価が 判るようにしたものであ り、 年俸 制 で契約している 研究者について 

も、 これに準じて 行えるよう事務処理の 簡素化を行った。 本方法については、 委託先及び助成先から 高く 

評価されており、 中小企業基盤整備機構も 追随しているところであ る。 

「労務日誌」の 扱いについては、 年俸契約、 裁量労働 制 等の成果主義が 我が国の企業に 導入されつつあ 

る 中で、 「何月何日の 何時何分から 何時何分まで 研究した」ということを 個別の研究者ごとに、 記録して 

労務費を算定するということの 妥当性やが課題となってきている。 事実、 多くの企業から「研究者に 時間 

を 細かく記録させることは、 研究現場の士気を 低下させる」などの 指摘もあ った。 
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3. 労務費の定率化 

労務費に関する 問題意識を踏まえ、 「産業技術実用化開発助成事業」の 新規採択案件について、 以下に 

示す労務費の 定率化を試行的に 適用することとした。 

①直近年度の「研究開発労務 穏 比率 ( 研究開発費に 占める労務費の %) 」と「 20% 」のうち、 「いずれ 

か 低い方」を「研究開発労務費比率 (r) 」とし、 この r をべ ー スに労務 穏 (L) を算出。 

②「研究開発労務 寅 比率」の算定は、 助成金の申請に 係る申請者自体の 開発体制を包含する「組織上の 会 

詩学位Ⅰとする。 例えば、 研究所や事業部の 開発部門等が 相当。 中小企業やべンチャ 一企業の場合などは 

「 会 社」がべ ー スとなる場合もあ る。 

  労務 穏 (L) = 労務費以外の 事業 荻 (E)  X  r/  (1 一 「 ) 

ただし、 「社の歴史が 浅い」 「業態が頻繁に 変化する」 「経理システムの 構成上、 上記の数値算出が 何 

単にできない」等の 事情を有する 企業に関しては、 労務日誌方式を 採用するが、 その場合でも 労務 芙 比率 

は 2 0% を上限とする。 

また、 申請時に「健康保険等級から 労務 穏 単価を算定する 方法」を用いて 算出した労務 芙が、 r を用い 

て算定される 労務芙を下回る 場合も労務日誌方式を 採用する。 その場合でも 労務 芙 比率は 20% を上限と 

する。 

(1) 用語の定義 

「研究開発 芙 」     

企業会計審議会が 平成 10 年 3 月 31 日に公表し、 平成 11 年 (1999 年 ) 4 月 1 日以降適用されている、 「研究開 

発費等に係る 会計基準の設定に 関る意見書」に 従 う ものとする。 新会計基準に よ ると、 研究開発 芙は 、 「 研 

究 」と「開発」に 区分され、 次のように定義されている。 

「研究」とは、 新しい知識の 発見を目的とした 計画的な調査及び 探究を いう 。 

「開発」とは、 新しい製品・サービス・ 生産方法についての 計画若しくは 設計 スは 既存の製品等を 著しく改良する 

ための計画若しくは 設計として、 研究の成果その 他の知識を具体化する 事をい う 。 」 ( 基準一、 定義 1 ) 

よって、 研究開発費とは、 「新製品の計画・ 設計または既存製品の 著しい改良等に 発生する 俺用 」をい 

う。 例えば、 製造現場で行われる 改良研究であ っても、 それが明確なプロジェクトとして 行われている 場 

合 には、 開発の定義における「著しい 改良」に該当する。 一方、 恒常的に行われている 品質管理活動やク 

レーム処理のための 活動は、 研究開発には 含まれない。 

「研究開発去に 占める労務 俺 」 : 

当該法人において、 助成事業の属する「組織上の 会計単位」に 直接費として 集計された労務費をい う 。 

研究員の給料・ 賞与の他に、 退職給付繰入額、 法定福利 穏 、 福利厚生 費 等を含むものであ る。 
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(2) 労務費比率 実 熊 

本方法の試行にあ たり、 「産業技術実用化開発助成事業」における 過去の実績を 調査した結果、 労務 穏 

0 割合は 3 0% 弱であ った。 また、 総務省の公式統計に 拠れば、 企業の研究部門に 占める人件費比率 ( 法 

定福利厚生芙や 研究所の総務・ 経理部門の人件費を 含む ) は、 4 0% 強であ った。 

これらの調査結果を 総合的に勘案し、 研究開発労務費比率 (r) の上限値 な 「 2 0% 」とした。 

(3) 労務芸の上限 値 

研究開発労務費比率 (r) は、 「産業技術実用化開発助成事業」を 実施する組織を 含む会計単位の 実績 

値から算出するため、 当該助成事業の 労務費比率を 代表する 値 と考えられ、 助成事業全体としては、 r に 

2 0% の上限値を設けることにより、 過払いの蓋然性は 低いと想定される。 しかしながら、 個別の助成事 

業は ついての過払いの 蓋然性が低いとまでは 判断できないため、 試行においては、 申請時に「健康保険等 

級から労務費単価を 算定する方法」を 用いて積算した 労務費によって 近似できると 考えられるため、 当該 

近似値が研究開発労務 穏 比率 (r) を用いて算出された 労務費よりも 上回った場合には、 労務費比率方式 

による労務俺の 過払いの蓋然性は 低いと判断することができると 考えられる。 た たし、 個芳 りの研究課題に 

おいて労務 穏 比率は異なる。 

一方、 当該近似値が 研究開発労務費比率 (r) を用いて算出された 労務穏を下回る 場合には、 過払いの 

恐れがあ ると推定されるため、 労務費比率方式を 採用せず、 従来の労務日誌方式を 採用することとした。 

4. 労務 英 比率方式の適用の 実績 

労務 芙 比率方式を、 民間企業の実用化研究開発を 支援する「産業技術実用化開発助成事業」の 平成 1 7 

年度第一回公募 ( 公募期間 : 平成 1 7 年 2 月 4 日～ 4 月 6 日 ) から適用を開始した。 当該公募に よ る採択 

事業は 7 月 1 日から開始したところであ る。 

試行にあ たり、 約 2 0 社の企業 ( 超大手、 中堅、 中小、 ベンチヤ一等 ) から、 実務面についての 意見を 

聴取し、 企業会計から 研究開発労務 穏 比率 (r) を算出することが 可能であ るとの回答を 得ていた。 

平成 1 7 年度「産業技術実用化開発助成事業」第一回公募における 

新たな労務費算定方式の 適用の実績 

3 4 社の助成 先 企業のうち 

■労務費比率算出可能 
う ち 、 ①新方式導入 1 7 社 (5 0%) 
②従事日誌方式 1 1 社 (3 2%) 

■労務費と ヒ率 不可能 5 社 (1 5%) 

■労務費を未計上 1 社 (  3%) 

結果は上記のとおりであ り、 「社の歴史が 浅い」等ため 労務費率 (r) の算出ができなかった 社は 5 社 

(1 5%) あ ったが、 そもそも企業会計システム 上の問題等により 労務費比率の 算出が困難なケースはな 

< 2 9 社は労務費比率 (r) の算出を行った。 
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一方、 労務費比率を 算出した企業 2 9 社のうち、 1 1 社は健保等級労務費単価を 用いて算出した 労務費 

が研究開発労務 条 比率 ( 「 ) を用いて算出された 労務穏を下回ったため、 労務日誌方式を 採用することと 

なった。 

労務 芙 比率 (r) を算出した除に 用いた企業会計単位の 状況 

Ⅱを算出する 除に用いた企業会計単位 助成事業の研究組織 
との同一性 

■ 会 社 7 社 う ち 3 社が同一 

■研究所、 開発センタ一等 9 社 う ち 2 社が同一 

■事業部、 生産本部、 開発本部、 技術本部等 8 社 う ち 2 社が同一 

■研究部、 技術開発部、 研究グループ 等 4 社 う ち 2 社が同一 

てを算出に用いた「組織上の 会計単位」は、 ① 会 社から②研究所、 開発センタ一等、 ③事業部、 生産本 

部、 開発本部、 技術本部等、 ④研究部、 技術開発部、 研究グループ 等に至るまで、 様々であ るが、 ① 会 社 

の会計単位を 用いた企業はべンチャーが 多く④研究部、 技術開発部、 研究グループ 等の会計単位を 用いた 

企業は大企業が 多い傾向が見られ、 また、 ①及 び ④では、 会計単位と助成事業を 実施する研究組織とが 同 

一であ る割合が多 い 傾向が見られる。 

5, 今後の展開と 苗点 

今後、 中間調査等の 機会を通じて、 研究開発労務 糞 比率 (r) の算出方法の 確認を行い、 算出方法の妥 

当 性を確認するとともに、 より分かりやすい 算出方法の説明方法等について 検討を行う予定であ る。 

また、 健保等級労務費単価を 用いて算出した 労務費が研究開発労務 芸 比率 (r) を用いて算出された 労 

務 芙を下回る場合に 労務日誌方式を 採用するという 試行的な措置の 妥当性についても、 労務日誌の廃止を 

拡大していくという 目標も見据えつっ、 実態調査を行い、 今後の対応について 検討を深めていく 予定であ 

る 。 
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